




Competition and Collusion of the British Chocolate Makers : 1761～1988 
















【Summary】　At the beginning of the 19th century, ‘chocolate’ meant expensive sweet hot drink en-
joyed by the upper class. But at the end of the century, it meant cheap sweet hard stuff enjoyed by 
common people. This change was brought about by a series of technical innovations.
　The Fry’s of Bristol first introduced Watt’s steam engine to the mass-production of cocoa, and 
then, at the middle of the 19th century produced eatable chocolate massively. But quality of British 
chocolates was far lower than Swiss or Dutch chocolates, so, British home market was filled with 
European chocolates.
　At the beginning of the 20th century, the Cadbury’s developed high quality cocoa and chocolate 
agreeable to British taste. Through modernization and rationalization, they pulled down the price, 
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and by extensive advertising they became the top confectionary maker in Britain.
　The Rowntree’s which entered the chocolate market later managed well through cooperation 
agreements with Cadbury’s and Fry’s. And, changing their production strategy from imitating to 
‘count line’ making（ex. KitKat） in 1930s, Rowntree’s grew up as the second largest chocolate mak-
er in Britain.
　After the Second World War, conditions of the market changed completely. The confectionary 
makers were compelled to advance rationalization, diversification and globalization. But large British 
chocolate makers could not survive the chocolate-wars. Rowntree’s was merged by Nestle in 1988, 





































































止にこぎつけたのである。この顛末は Williams, 1931の第 8章において詳しく説明されている。また



























































































































































（11）Cadbury, D., 2010, pp.150～152.
（12）ソフィー・コウ / マイケル・コウ、樋口幸子訳、2017年、333頁。
（13）Cadbury, D., 2010, pp.91～97.




































































































































家であるガーニー家）から出ていた。Emden, P., 1930, pp.104, 190.
（17）Milligan, ed., 2007, p.191.
（18）Cadbury, D., 2010, p.59.
（19）Jeremy ed., D.B.B., Vol.2, 1984, pp.436～439. written by Gillian Wagner.
（20）Milligan, ed., 2007, pp.189, 191～192.


























表 1 　クエカイー系ココア・チョコレート 3 社の売り上げ高比較（単位￡）
年 フライ社 キャドベリー社 ラウントリー社
1875 236,075 70,395 19,177
1880 266,285 117,505 44,017
1890 761,969 515,371 ―――
1895 932,292 706,191 109,328
1905 1,366,192 1,354,948 903,991
1910 1,642,715 1,670,221 1,200,598
出典：Cadbury, D,.2010, pp.117, 135, 141, 155, 223, 226.
（22）Jeremy ed., D.B.B., Vol.2, 1984, p.438. written by Gillian Wagner.
　　ここでいう「禁欲的職業倫理」の意味については、山本 , 2018a.を参照せよ。
（23）J.S. Fry ＆ Sons Ltd., 1928, pp.29～30.























（25）Williams, 1930, pp.30～39 ; Cadbury, D., 2010, pp.23～32. 62～68. 1872年の「食品添加物法」は、製
造されるすべての食品の成分を表示することを企業に義務づけた。









































































（27）Williams, 1930, p.75; Cadbury, D., 2010, pp.169～172. 
（28）Williams, 1930, pp.83～91.
（29）Williams, 1930, pp.81～83, 91～94 ; Cadbury, D., 2010, pp.204～208. 当時、フライ社もラウントリー
社もミルク・チョコレートを製造していたが、いずれも粉ミルクを使用し、スイス製のものと比べ
ると味が格段に劣り、あまり売れなかった。 キャドベリー社のココアについて言うと、1911年には
ボーンヴィル・ココアの売り上げがココア・エッセンスのそれを凌駕した（Cadbur y, D., 2010, 
p.225）。なお、成功したキャドベリー社の製品開発も、オランダやスイスの企業に対抗し、またそ
れらの企業の製品を模倣することによってもたらされた。したがってキャドベリー社も革新的企業































（30）Williams, 1930, pp.130～136 ; Cadbury, D., 2010, p.225. 
（31）Williams, 1930, pp.46～53 ; Cadbury, D., 2010, pp.51～52.
（32）Williams, 1930, p.100.
（33）Williams, 1930, pp.103～109.「提案計画」はキャドベリー社が創始したものではなく、米国の Na-











































画思想の展開の中で捉えるべきである。ボーンヴィル村落財団については、Williams, 1930, Chapter 
Ⅸ ; Cadbury, D., 2010, pp.171～183 ; 平尾、2018を参照。実際、1904年におけるキャドベリー社の従
業員数3,784人の内の2,394人は女工であり、彼女らにはボーンヴィル村落に住む経済的余裕がなかっ
た（Smith, C., Child, J., Rowlinson, M., 1990, p.57）。 



































（45）Williams, 1930, pp.238～239 ; Cadbury, D., 2010, pp.238～240, 242～243.
　　フライ社は長年に亘り設備投資を行なわなかったので、工場も機械も老朽化していたために、資産
評価額が減少したのだ。
（46）Cadbury, D., 2010, pp.53～55.

















出所：Fitzgerald, R., 1995, p.70．
（48）Fitzgerald, 1995, pp.57～61 ; Cadbury, D., 2010, pp.115～116, 137～140
（49）Fitzgerald, 1995, pp.57～58, 61～62, 67.
（50）Briggs, 1961, p.99 ; Fitzgerald, 1995, p.61.







































































































































































（59）Fitzgerald, 1995, pp.224, 248. なお、1913年における男性従業員は約2,000人で、女性従業員は約
3,000人であった。
（60）Fitzgerald, 1995, pp.64,225～227.
（61）Briggs, 1961, pp.100～102; Fitzgerald, 1995, pp.231～232, 235～237. つまり会社側が労働者への福利
給付を労働者の権利と見做すようになったのである。英国の労務管理史におけるこのような変化に
ついては、Fitzgerald, 1988を参照せよ。
（62）これらについては、Briggs, 1961, pp.92～98; Vernon, 1958,『ジョーゼフ・ラウントリーの生涯』佐


































（63）Briggs, 1961, p.102; Fitzgerald, 1995, p.234.
（64）Fitzgerald, 1995, pp.227～230.
（65）Fitzgerald, 1995, pp.240, 252～253. 労働組合との協議事項とされたのは、労働時間や賃金について
の一般的規則などであった。
（66）Briggs, 1961, pp.143～147. シーボーム・ラウントリーは自社における工場協議会の実践の詳細を
Rowntree, S., 1921, pp.134ff.において紹介した。
（67）Briggs, 1961, pp.147～149.
































（69）Fitzgerald, 1995, p.38; Cadbury, D., 2010, p.156.
（70）Fitzgerald, 1995, pp.104, 107.
（71）Fitzgerald, 1995, pp.127～133. ドイツ海軍の Uボート攻撃によって、輸入物資の供給が不足した結
果である。
（72）Fitzgerald, 1995, pp.135, 137.
（73）Fitzgerald, 1995, pp.135～137 ; Smith, C., Child, J., Rowlinson, M., 1990, p.74. 1934年の末には、クエ
イカー 3社にネスレ社とテリー社が加わって、 5社合意が調印された。なお、チェルテナム合意に
おいても、市場シェアについては合意に至らなかった。





































（76）Fitzgerald, 1995, pp.74, 196.








































（85）Cadbury, D., 2010, pp.253～257.

































（88）Williams, 1930, pp.140～145 ; Fitzgerald, 1995, p.579. オーストラリアでの工場建設については、英国
本社でポール・キャドベリーの下で設立されたオーストラリア委員会が慎重な検討を重ねて、有効
な助言を行なった。この委員会は1929年には海外工場委員会に発展した。
（89）Williams, 1930, p.139 ; Fitzgerald, 1995, p.522.
（90）Fitzgerald, 1995, p.564
（91）Williams, 1930, pp.164～165.
（92）Fitzgerald, 1995, pp.349～357, 517.





























（95）Cadbury, D., 2010, p.264. ローレンス・キャドベリーについては、Jeremy ed., 1984, DBB, Vol. 1, 









（98）Fitzgerald, 1995, pp.205～209, 244～246. ラウントリー社の経営者としてその経営管理組織の構築に
尽力した O・シェルドンは、後にその思想を『経営管理の哲学』という著書の中で纏めた。この本





















出所：Fitzgerald, R., 1995, pp.249―251を簡略化。
（99）Fitzgerald, 1995, pp.259～260.

































































































た。その株式の 3分の 2をラウントリー社が、 3分の 1をマッキントッシュ社が保有した。「合
らって1933年初めに米国を去った。その後、短期間の研修を経て英国に来て、瞬く間に菓子企業を
成長させた。しかし、第二次世界大戦が始まった1939年に外国籍であるという理由で国外退去を命
じられて、米国に戻った。米国で彼が最初に手掛けたのがM&M社の設立である。Brenner, J. G., 
1999『チョコレートの帝国』笙玲子訳、2012年、第 5章、第10章 ; Cadbury, D., 2010, pp.251～252, 
255を参照せよ。
（109）Fitzgerald, 1995, pp.316～339; Cadbury, D., 2010, pp.255～256. ラウントリー社はアエロをデア
リー・ミルクの対抗商品として宣伝し、アエロの製法の特許を当局に申請した。これに対してキャ
ドベリー社はネスレ社と手を組んで反対して、訴訟を起こした。結局ラウントリー社が1937年の晩







































（113）Fitzgerald, 1995, pp.593～596. 
（114）Fitzgerald, 1995, pp.555～565.
（115）Fitzgerald, 1995, pp.383～384. なお、食糧省は1942年 9 月に、食料品の成分について詳しい報告書
を提出して、説明をラベルに載せるように要請したが、その趣旨は1944年「食料品販売規制法」と
して立法化され、戦後1947年の「食糧法」に受け継がれた。Fitzgerald, 1995, p.381.
（116）Fitzgerald, 1995, pp.396～402. フィッツジェラルドによれば、ハリスはワーコホリックで、短気
で、気難しく、陰鬱で、ラウントリー家に敬意を持たなかった。取締役会は、このようなハリスの
性格をも嫌った。















































約 2万1,000人（その内 8割が国内、 2割が海外）。1939年に237種であった製品ラインは60に絞
り込まれていた（122）。しかしながら、1960年代の最初と最後に、BCCC（British Cocoa and Choc-
























（120）Cadbury, D., 2010, pp.264～265.
（121）Cadbury, D., 2010, p.265.
（122）Smith, Child and Rowlinson, 1990, p.76.
（123）Cadbury, D., 2010, p.266.


































効率を上げて資産収益率を高めるために、本社役員会は長期計画 Long Range Planを発表した。
その柱は大規模な設備投資、少数の工場への生産の集中、従業員の大量解雇であった（128）。
このような合理化の追求にもかかわらず、1980年代になってもキャドベリー・シュウェップス
（125）Smith, Child and Rowlinson, 1990, pp.77～79.
（126）Smith, Child and Rowlinson, 1990, pp.80～81; Cadbury, D., 2010, p.271..
（127）Smith, Child and Rowlinson, 1990, pp.81～87.


































（129）Smith, Child and Rowlinson, 1990, pp.91～94. この問題を人的資源管理の問題として深く追究する
ことが、Smith, Child and Rowlinson, 1990の本題なのである。
（130）Cadbury, D., 2010, pp.275～277, 280.
（131）Cadbury, D., 2010, pp.277～279.
（132）Cadbury, D., 2010, p.281. ボーンヴィル村落財団などの福祉財団は、投資リスクを抑えるために、
投資先を多角化する政策を採っていた。





































（135）Fitzgerald, 1995, pp.424～429, 440～448. 
（136）Fitzgerald, 1995, pp.279～280. 
（137）Fitzgerald, 1995, pp.414～418.
（138）ラウントリー社は1955年11月から、テレビ・コマーシャルによる製品の宣伝を開始した。‘Have a 





















出所：Fitzgerald, R., 1995, pp.418～422.
（139）Fitzgerald, 1995, pp.418～422.

















































































































































































































































































Brenner, J. G., 1999, The Emperors of Chocolate: Inside the secret world of Hersey and Mars, New York,『チョ
コレートの帝国』笙玲子訳、みすず書房、2012年
Briggs, Asa, 1961, Social Thought and Social Action: A Study of the works of Seebohm Rowntree, 1871～1954, 
Longmans, London
Cadbury, William, A. 1910, Labour in Portuguese West Africa, George Routledge, New York
Cadbury, D., 2010, Chocolate Wars: From Cadbury to Kraft-200 years of sweet success and bitter rivalry, Harp-
er Press, London
Child, J., 1964, ‘Quaker Employers and Industrial Relations’ in Sociological Review, vol. xii, no.3, Nov. 
Child, J., 1969, British Management Thought, George Allen ＆ Unwin, London,『経営管理思想』岡田和秀・
高澤十四久・齋藤毅憲共訳、文眞堂、1982年 
Coe, S. D. and Coe, M. D., 1996, The True History of Chocolate, London,『チョコレートの歴史』樋口幸子
訳、河出書房新社（河出文庫）、2017年
Dandelion, Pink, 2008, The Quakers: A Very Short Introduction, Oxford University Press, U.K. 『クエーカー
入門』中野泰治訳、新教出版社、2018年
Emden, P. H., 1930, Quakers in Commerce: A record of business achievement, London
Fitzgerald, Robert, 1988, British Labour Management and Industrial Welfare, 1846～1939, Croom Helm, 
Beckenham, Kent, U. K.『イギリス企業福祉論』山本通訳、白桃書房、2001年
Fitzgerald, Robert, 1995, Rowntree and the Marketing Revolution, 1862～1969, Cambridge University Press, 
Cambridge, UK
平尾毅、2018、「19世紀英国における工場村の変遷」『商経論叢』第53巻第 4号
Jeremy, David J., ed., 1984～6, Dictionary of Business Biography, Vols. 1～4, London
Jeremy, D., 1988, ‘Chapel in a business career: The case of John Mackintosh(1868～1920) ’ in D. J. Jeremy, 
ed., Business and Religion in Britain, Gower Publishing Company, Aldershot, Hants, England
J. S. Fry ＆ Sons Ltd., 1928, Bicentenary Number: Fry’s Works Magazine, Bristol
Milligan, Edward H., ed., 2007, Biographical Dictionary of British Quakers in Commerce and Industry, Ses-
sions Book Trust, York, UK
三井泉、2004、「プロテスタンティズムと経営思想：クウェーカー派を中心として」経営学史学会編『経
営学を創り上げた思想』文眞堂、所収




Rowntree, S., 1921, The Human Factor in Business, Longmans, London







園村落を含むヨークシャー各地の住宅プロジェクトを管理している（Vernon, 1958、佐伯・岡村訳 , 




Vernon, Ann, 1958, A Quaker Businessman: The life of Joseph Rowntree 1836～1925, George Allen and Un-
win, London, 『ジョーゼフ・ラウントリーの生涯』佐伯岩夫・岡村東洋光訳、創元社、2006年
Wagner, Gillian, 1987, The Chocolate Conscience, Chatto ＆ Windus, London









ココア・チョコレート業界 キャドベリー社 ラウントリー社本社関係 イギリス政府の政策
1828 ヴァン・ハウテンのココア・エッセンス
1847 J. S. Fry 社が「食べる」チョコレート製造
1860 英国食品医薬品法
1861 John がココア事業を息子のRichard と George に譲渡
1862 Henry・I がココア事業買収







1881 Fruit Pastille の発売
1887 Elect Cocoa の発売
1888 輸出部を設置
1890 Haxby Road に工場移転
1891 女子工員福祉監督の採用
1894 米国 Milton Hershay が choco­late 製造開始








1905 Dairy Milk を発売
工場委員会を設置
1906




1907 Hershay のキスチョコ発売 家庭科教室を創設
1910 疾病給付計画を導入
1911 米国 Frank Mars が chocolate企業創業
Knighton にミルク濃縮工場を
建設






クエイカー 3 社の Cheltenham
合意
工場協議会の設立 Central Works Council の設立 Whitley 報告
Cadbury 社と Fry 社が合併して
BCCC が成立
IIRC の設立 Barrow Cadbury が BCCC の社
長に就任
1919 Rowntree-Cadbury-Fry Limitedの設立







Fry 社が Bristol から Sommer­
dale に工場を移転開始
1923
米 Mars が Milky Way 発売 利潤分配制の導入 Seebohm Rowntreeが社長に就
任








1930 米 Mars 社が Snickers を発売
1931
York Board と General Board
を設立
marketing 部門の組織変革
1932 Forrest Mars が英国に進出 Edward Cadbury が BCCC の社長に就任
















1941 George Harris が全社の社長に就任
食糧省による生産と価格統制
1943 Baverage 報告
1944 Laurence Cadbury が BCCC の社長に就任
1945 米 Mars 社が M&M を発売
1946 CCCA の結成
1947 食料販売法
1948 Polo の発売 独占禁止法
1950 海外委員会を設立
1952 William Wallace が全社の社長に就任
1954 食料品薬品改正法
1955 Lloyd Owen が York Board の会長に就任
1956 制限的商慣行取締法
1957 L. Owen が全社の社長に就任Fawden 工場の操業開始





全社の組織改革＝ 6 グループ制 菓子類購買税
After Eight の発売






Cadbury 社が Schweppes 社と
合併





Adrian Caduryy が CS 社の社長
に就任
マトリックス組織を採用
1981 Kenneth Dixon が全社の社長に就任
1984 世界の 4 地域を基にする会社組織を構築







1989 Dominic Cadbury が CS 社の社長に就任
2000 Todd　Stitzer が CS 社の社長に就任
2008 CS の Cadbury 社と Sch we­ppes 社への分割
2010 Cadbury 社が Craft Foods 社に買収される
キャドベリー社とラウントリー社の関係年表（ 3 ）
